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はじめに

金融危機に端を発した世界的な不況から、企業スポ－ツは存続が危ぶまれている。大規

模な人員削減などリストラとともに、従来からの同じ政策方針で社員の福利厚生、広告宣

伝、企業の社会貢献、地域密着等を対応することはもはや許されない経営実態及び環境に

なった。この激変した中で欧米にはあまり例がないと言われている企業スポ－ツの存在価

値について考えてみた。当然そこには企業の費用対効果の論理が働いている。

「大分キヤノンが陸上部新設」の記事があった 1)。女子陸上部を４月から立ち上げる

内容で、約２年前からの構想である。こんな時期であることからこそ起爆剤になってほし

いとのエ－ルがある。他方、今季限りの廃部が決まっていたアイスホッケ－名門・西武の

親会社プリンスホテルは３月３１日、チ－ム全体の引受先企業探しを断念したと発表した

2)。したがって、チ－ムは同日で解散、今後は選手個別に移籍先などを探すことになる。

不況の波は容赦なく、景気悪化で企業の休廃部が相次いで発生してしまった。

スポ－ツの維持発展には経済的な負担が大きくかかることから、この不況下で続けてい

ける環境を現実的な方法で解決する必要がある。企業としては、スポ－ツ投資を単に広告

宣伝費とみれば経営不振時に打ち切りとなるが、ブランド構築のための資産である、と位

置付けられるかがポイントになる。有形無形の価値を創造するには、常勝集団としてそれ

なりの目に見える戦績が要求されている厳しさも一方ではある。

企業スポ－ツは企業内スポ－ツとは異なり、企業が所有するスポ－ツチ－ムである。競

技団体や協会が運営する全国的、地域的な対外競技を定期的ないし組織的に行う、よく言

われている実業団競技と称される企業活動のことで、自社内での融和やコミュニケ－ショ

ンを目的としたスポ－ツ活動は、ここに含めない。

振り返ってその歴史を考えると、余力をつけた企業の社員に対する福利厚生として企業

が担い、年功序列、終身雇用と言う日本型雇用制度と相俟って、多くの会社人間が生み出

された過程を踏まえながらも、企業内にスポ－ツクラブを創設、有力選手を社員として雇



いはじめた。さらに企業のクラブが好成績を残すと会社の宣伝になったのである。高度成

長と歩調を合わせて各企業が運営に力を入れるようになり、こうして発展したのが企業ス

ポ－ツである。したがって、企業によるスポ－ツ振興はトップレベルの選手育成に寄与し

たり、地域社会との交流によって競技人口の拡大にもつなげることが出来る。さらに健全

な社会への実現や活力を高める効果が期待出来るのである。

１ スポ－ツに対する動き

スポ－ツは社会の変化から離れては成り立たないことから、その変化をどう取り入れる

かが重要である。スポ－ツ観戦について、全国１８歳以上男女 2000 人に対して実施した

インタ－ネットでのアンケ－ト調査結果は次の通りであった
3)。

①好きなスポ－ツ（単数回答）・・野球、ソフトボ－ル：19,7 ％、サッカ－：13.8 ％、

Ｆ１他モ－タ－スポ－ツ：５．９％、バレ－：５．７％、テニス：５．３％

②良く観るスポ－ツ（複数回答）・・野球、ソフトボ－ル：51.8 ％、サッカ－：44.8 ％、

Ｋ１他格闘技：24.5 ％、バレ－：24.3 ％、駅伝、マラソン：22.7 ％

③おこなっているスポ－ツ（複数回答）・・スキ－、スノ－ボ－ト：９．５％、水泳：

９．４％、体操、エアロビック、トレ－ニング：９．１％、ジョッキング、駅伝、マ

ラソン：８．４％、テニス：７．５％

また、観戦料金を払っても見に行きたいスポ－ツは 4)、プロ野球が一位で、以下フィ

ギュアスケ－ト、サッカ－、Ｆ１などモ－タ－スポ－ツ、プロレスなどの格闘枝、相撲の

順である。プロ野球は減少気味ではあるが、2008 年公式戦観客動員数は合計で 2164 万人、

地域密着でパ・リ－グが好調である
5)。

競技スポ－ツの中で、野球は日本で最もポピュラ－なスポ－ツで、長い歴史的な経緯も

あって、多くの競技統括団体がある
6)。具体的には、プロ野球を興行する社団法人日本

野球機構、社会人野球の財団法人日本野球連盟、高校野球や大学野球を統括する財団法人

日本学生野球協会、が主なものであるが、それぞれ下部組織を有している。財団法人日本

高等学校野球連盟、財団法人全日本大学野球連盟、などがこれにあたる。

景気低迷の影響は、今年で第８０回を迎えている社会人の都市対抗野球にも及んている。

東京ド－ムで３６組が優勝を競うわけであるが、第１回目は 1927 年に開催、途中 1943 年

～ 1945 年の大戦による中止以外は毎年継続している。第７８回目・2007 年は川崎市・東



芝、第７９回目・2008 年は横浜市・新日本石油がそれぞれ優勝しており
7)、熱い戦いと

なっている。少年野球のクラブチ－ム、すなわちリトルリ－グやボ－イズリ－グを睨んだ

全日本リトル野球協会や日本少年野球連盟と言う団体も存在する。

野球はプロ野球があるので複雑になるが、全般的には自主財源に乏しく、多くの活動資

金を提供する企業や団体、下部組織の影響を受けながらの運営であると言える。プロ野球

球団と比較して、財団法人であるサッカ－競技団体・協会が概して運営面で成功している

のは、自主財源でしっかり確立したからである。例えば、テレビ放映権などを協会の収入

として、これを各チ－ムや下部組織に分配する方式を採用している。

このように商品としてのスポ－ツは媒体価値＝メディアバリュ－に支えられた商品であ

ると言える。スポ－ツのもつ最大の媒体価値、商品特性は、

①リアリティ－・・・報道と並んで最もリアリティ－のあるソフトであり、ある程度報道

・ ニュ－スバリュ－と言う側面もあることから量、質ともにアピ－ル力が強力なもので

あ れば、ネタとして取り上げることが多い。

②視覚に訴える・・・動きが多くダイナミックで分かりやすく、映像向きのソフトである。

③広い訴求対象・・・視覚に訴えやすいため、言葉がいらないコミュニケ－ションとして、

言語、国境、人権の壁を越えたグロ－バルなアピ－ルが可能である。また、共通の話題

になり得る、世代間のギャップも少ないのである。

の３点を有している。また、スポ－ツと言うソフトはゲ－ム形式の商品を提供しているこ

とから、基本的な権利は、試合＝興行権（放送権等を含む）、チ－ム＝肖像権、選手＝肖

像権、の３つがある。当然ではあるが、ファンが増えるとメディアが取り上げ、メディア

価値が生じで、その価値を活用しようとするスポンサ－が現れ、協力することになる、と

言う好循環になるのである。

現実には設置構想について慎重論があり、早期実現は難しいようであるが、スポ－ツ行

政を一元化するため、スポ－ツ庁を立ちあげる構想が浮上している
8)。2016 年五輪の東

京招致を目下進めている中、メダル獲得数の低迷に危機感を強めているスポ－ツ界の関心

や期待は高いのである。当初、五輪はアマチュアの祭典であって、プロスポ－ツは対象外

であったが、1980 年代以降、国際オリンピック委員会がプロの参加を解禁、国策として

スポ－ツ強化に取り組む国が増えてきた歴史と実態がある。

日本の競技レベルを支えてきたのが企業スポ－ツであるが、企業環境変化に伴い、例え

ば、アイスホッケ－では名門の西武が 2009 年３月で廃部となるなど、その他企業での休



廃部が相次いである。2008 年９月から 2009 年４月までに発表された休廃部は２０チ－ム

に及ぶと言われている。国際競技力低下への危機感が強まったのは 2006 年のトリノ冬季

五輪での惨敗で、金１個のみであった。1998 年の長野冬季五輪が金５個を含む１０個だ

ったのに比べると地盤沈下が著しい結果になった。

海外を見ると合宿、遠征費用や奨励金、企業のスポ－ツ用品開発などを幅広く助成する

国も多い。日本のスポ－ツ強化予算は 2007 年の２７億円から、2008 年は北京五輪があり

一気に８０億円近くになったが、まだまだ他国に比べれば見劣りする状況である。朝日新

聞 2009 年６月２０日付け記事によれば、主要先進国の五輪メダル数とスポ－ツ強化予算

を比較すると次の通りである。なお、メダル数は 2000 年シドニ－、2004 年アテネ、2008

年北京の獲得数である。予算は国立スポ－ツ科学センタ－調べの数値である。

国名 合計メダル数：金 銀 銅 予算（2007 年）

日本 ８０個 ３０ ２３ ２７ ２７億円（ＪＯＣへの補助金）

米国 ３０３ １０８ １０１ ９４ １６５

豪州 １５３ ４７ ５６ ５０ １１０

ドイツ １４６ ４２ ４３ ６１ ２７４

フランス １１１ ３１ ３９ ４１ ７００（指導者らの人件費含む）

英国 １０５ ３９ ３２ ３４ １２０

なお、スポ－ツ庁ができれば、現在は各省に分かれている学校教育から障害者スポ－ツ、

地域スポ－ツ、企業スポ－ツ、トップレベルの選手育成まで、総合的な振興策がとり易く

なると言われている。

２ 企業スポ－ツの成り立ち、形態

企業スポ－ツチ－ムの創部のきっかけとしては、①記念行事の一環として、②オ－ナ－

経営者の強い希望で、③地方自治体からの要請（地域のスポ－ツ強化の一環）として、④

他社で廃部になったチ－ムを引き受けた場合、⑤合併によって非合併企業のスポ－ツチ－

ムを引き継いで、⑥社員が自発的に創部、などがある 9)。また、企業スポ－ツを所有す

る経営トップ層において、現実的には関心度や支援の姿勢に温度差が大いにある状況であ

る。 現在における企業スポ－ツは企業内スポ－ツが始まりである。企業の高度成長時に

資金を活用して、社員の士気高揚、福利厚生、知名度アップ、連帯感の醸成等を考えて展



開したのであるが、今日の企業収益悪化あるいは経済のグロ－バル化による影響で問題点

が表面化した。しかしながら、外部的にはトップレベル選手の輩出、スポ－ツ教室やイベ

ントの開催等地域社会への貢献がある。

企業内スポ－ツは労働運動対策や労務管理、労働力確保等を目的に経営者側の主導で展

開した。具体的には戦後の主要産業である鉄鋼業や紡績・繊維産業においては、労働力の

確保、福利厚生の一環として、また生産性の向上をも目的に構築された。例えば、女子の

バレ－ボ－ルは女子の社員が多い紡績・繊維産業には格好の職場活性化に役立つわけで、

施設、設備等手軽に出来、また大勢の社員が参加して、会社環境にマッチしたスポ－ツで

ある。このように明るく健康的な会社イメ－ジを社員やその家族にアピ－ルすることで、

外部への良好な訴求手段として役立たせたのである。

さらに経営戦略として、単なる社内的な活動から推進して、例えば紡績・繊維産業はバ

レ－ボ－ルチ－ムを編成、強化して業界全体の活性化と生産性の向上をねらって覇権を争

うように変化していった。つまり、企業内スポ－ツから企業スポ－ツへの移行である。

スポ－ツが経済的にも巨額の資金を動かすようになった今日、スポ－ツ・ビジネスその

ものの経済効果も無視することはできない。スポ－ツクラブの運営やスポ－ツイベントの

開催が雇用を創出、経済を活性化させることに注目して、単なる宣伝広告的な企業スポ－

ツから、地域に密着したクラブスポ－ツへの移行も望まれるようになった。

企業スポ－ツ所有のコストは業績の悪化する企業にとっては社内外からの理解を得にく

い現実がある。管理運営する多くは本社部門であり、運営費は会社の予算の範囲内となっ

ているケ－スが多い。これまでの企業スポ－ツの形態である所有から分離して、新たな形

態に生まれ変わろうとする多岐にわたる集団が出来上がりつつあることから、より厳しい

発想の転換と経営努力が必要になった。具体的に企業に関わるスポ－ツの形態を考えると

次の通りである 10)。

①従来の企業スポ－ツ・・・いわゆる実業団スポ－ツであり、士気高揚、企業の知名度ア

ッ プを目的にしている。

②所有から分離、支援・・・企業スポ－ツから分離し、株式会社等別組織として、選手は

出向社員と契約社員が混在する独立形態である。企業からは出資者として関わってもら

うが企業名は出さない。

③ＮＰＯによるクラブチ－ム・・・地域のスポ－ツ振興を旗印に競技活動はもとより、ジ

ュ ニアチ－ム等の指導、養成をも試みる。運営費用は個人入会金、会費、スポンサ－企



業 からの資金でまかなう。

④社団法人化スポ－ツクラブ・・・企業スポ－ツの行き詰まりから別組織の公的組織とし

て発生する。収入の内訳は自治体の補助金、後援会費、スポンサ－収入、リ－グからの

分配金等である。

⑤企業チ－ム脱却型地域スポ－ツクラブ・・・地域からの資金的、物的支援を受けながら

活動する形態であり、地域のスポ－ツに対する熱意の高さが支えとなっている。

このように企業、地域、選手自身のスポ－ツに対する考え方及び認識そのものが、環境変

化とともに分岐点に差しかかり、スポ－ツ活動は新しい流れとして推進していかねばなら

ない。

３ 企業スポ－ツの実状

経営環境悪化の影響で所有チ－ムの目的を明確にしていた企業が、株主対策などとして

費用対効果を細部にわたり見直し、再検討するようになった。当然ではあるが経費軽減を

優先せざるを得ない環境で、その縮小傾向の背景にはリ－グへの参加費用も一因として影

響していると思われる。主なリ－グの年会費は下記の通りになっている 11)。

各リ－グ－－－－－－－－－－－毎シ－ズン－－－プレ－オフに進出した場合

ラグビ－・トップリ－グ 1000 万円 特になし

バレ－ボ－ル・プレミアリ－グ 300 万円 特になし

バスケットボ－ル・日本リ－グ 1000 万円 特になし

ハンドボ－ル・日本リ－グ 350 万円 約 100 万円

アメリカンフットボ－ル・Ｘリ－グ 約 800 万円 準決勝までは 1 試合 75 万円､決勝は 600 万円

アイスホッケ－・アジアリ－グ ２万－３万ドル 特になし

（ハンドボ－ル、アメフトはチケット購入負担分を含む）

このような状況下で、年会費やチケット購入の負担、あるいは勝ち進んでいけばさらに負

担増になるが、プロリ－グではないことから賞金や放映権料の分配はない。所有企業とし

ては当然ではあるが、勝てば勝つだけチ－ム側の持ち出しは増加する。したがってリ－グ

・競技団体と会社との板挟みになってしまう事態となり、対応に苦慮する面がある。興行

収支はトントン以上になるよう、何でもおんぶにだっこでは無策で、会社側の持ち出しを

少しでも減らすよう知恵を絞る必要がある。



ＮＥＣ男子バレ－部が今季限りで休部する内容が報じられている
12)。男子バレ－は

1945 年に戦後第一号の実業団チ－ム登録をされた伝統を持ち、1982 年に日本リ－グ（現

プレミアリ－グ）へ昇格、1991 年度の初優勝など９０年代に日本リ－グ（９４年からＶ

リ－グ）で４度の優勝を果した成績がある。スポ－ツを続けることは社内的には社員の意

欲向上や一体感の醸成になり、勝つことに効果が高まるのであるが、所有企業にとっては

経済的な負担が掛かるため、逆風が吹いた時でも理想が追えるかが重要になってくる。

世界を制している自動車産業において、世界最高峰のＦ１レ－スに参加する車種は自由

な発想と技術で作られ、外観は異なった車種で競っているが、この素晴らしい車レ－スも

今回発生した不況の影響を大きく受けている。2008 年末以降にモ－タ－スポ－ツ活動の

撤退、休止を決めた国内メ－カ－は次の通りである 13)。

企業名－－－カテゴリ－ －－－参戦歴（年）－－－－年間活動経費

ホンダ Ｆ１ 64-68 ､ 83-92 ､ 00-08 数百億円

富士重工業 世界ラリ－選手権 ９０－０８ 数十億円

三菱自動車 ダカ－ル・ラリ－ ８３－０９ 約３０億円

スズキ 世界ラリ－選手権 ０２－０８ 数十億円

ダイハツ工業 全日本ﾗﾘ-選手権及び全日本ﾀﾞ-ﾄﾄﾗｲｱﾙ選手権 79-08 89-08 数億円

川崎重工業（二輪） 世界選手権モトＧＰ ０３－０８ 約４０億円

（スズキの参戦歴は、ジュニア世界ラリ－選手権を含む）

なお、2008 年１０月以降に休廃部、撤退を決めた主な企業スポ－ツを検証すると 14)、

野球 日産自動車、ＴＤＫ（２チ－ムを１チ－ムに統合）

サッカ－ 田崎真珠（女子）、ＴＤＫ（ＪＦＬ）

バレ－ボ－ル 武富士

ハンドボ－ル ホンダ

アメフット オンワ－ド

アイスホッケ－ 西武

（日産自動車は卓球、陸上も休部。）

など数多く各分野で生じている。

バブルがはじけた 1990 年代初頭から 2000 年にかけては、熊谷組（９３年、野球）、Ｎ

ＫＫ（９９年、バスケツト男子）、ユニチカ（００年、バレ－女子）など一時代を築いた

多くのチ－ムが消えた。また、強力チ－ムであった西武グル－プと日本のアイスホッケ－



は、加盟企業の政策変更にともない変わってしまった。西武は前身のコクドと吸収された

西武鉄道を合わせれば、日本リ－グ、アジアリ－グ制覇２５度、全日本選手権優勝１８度

のチ－ムである。その日本のアイスホッケ－の代名詞といわれた西武グル－プが競技から

手を引いたのである
15)。

４ 企業スポ－ツの意義、役割

企業スポ－ツの価値は社員一丸の象徴とブランド構築の手段である。多様な人材が集ま

って常勝集団を作ることが大切で、ポジションや個性の異なる才能が連携するのがスポ－

ツである。企業イメ－ジのアップに貢献した最近の成功例の一例としては、北京五輪に出

場した三洋電機バトミントン部の「オグシオ」・小椋久美子、潮田玲子両選手・であると

言われている
16)。元中国代表のコ－チを採用、練習施設を整えて強化に力をいれ、みご

とに五輪出場を果たして、投資をはるかに越える広告効果を中国国内でもたらしたのであ

る。 企業スポ－ツは好不況に大きく左右されやすい体質があるが、着実に収益を上げて

業績が堅調であれば問題がない。保持することは社員に優しい会社としての社会的な見方

があり、その注目度や関心の高さは勿論のこと、競技においてトップクラスに登りつめる

ことによって、メディアへの露出、訴求機会は拡大することになる。現実にはメディアを

有効に活用することが大切で成否の鍵になっていることから、費用対効果で人件費をはじ

めとして経費の掛かるチ－ム競技よりも、個人種目の例えばマラソンや陸上競技、柔道等

にリスク分散している傾向が見られる。今日スポ－ツの競技力の向上、維持に貢献してい

るのは企業スポ－ツであり、特に野球、バレ－、サッカ－、バスケット、ソフトポ－ル等

リ－グは支えられている。

スポ－ツ投資を単に広告宣伝費とみれば経営不振、悪化の際は打ち切りになるのは当然

であるが、ブランド構築のための資産であると位置付ける事と常勝軍団かがその所有の条

件になろう。有形無形の価値を創造するには、目に見える戦績も要求される。企業スポ－

ツの先細りが続けば、その競技や選手がプロ化しない限り、さんさんたる状況となり、凋

落からは逃れられない環境になってしまうが、「良き競技者になる前に、良き企業人たれ」

は旭化成運動部のモット－であり、「現役が終わった後は会社で力持ちの社員になれ」は

旭化成山口前会長の言である 17)。

不毛の地に競技を根づかせるために、企業に依頼して県内にチ－ムを作ってもらい、日



本リ－グ等への昇格を狙うようになれば良い状態になる。本当に必要なのは、ハ－ドの競

技場よりも、指導者や選手を育てるソフトへの支援であると言える。

環境悪化にともなってどのような打開策を講じるかは、スポ－ツを見せる競技団体・組

織の重要な課題になってくるが、産業形態は興行に近いので、ソフトの強化が必要になる。

優秀な選手を集めたからといって常勝集団になるとは限らないが、負けても勝っても楽し

い、と言うようなことを、競技場にまで足を運んでくれた観客に対しては感じて貰わなけ

ればならない。場合によっては勝利出来なくても、付加価値を創出する試合運び・展開が

必要で、競技力に注目することが大切である。

したがって、観客に対しては商品はゲ－ムであることから、拮抗した力関係でゲ－ムが

展開しないとその商品価値は高まらない。おのずから相手チ－ムとは競合関係ではあるが、

協力関係が不可欠になる。さらに、参加リ－グ全体の利益とチ－ムの利益とのバランスが

重要になる。また、中長期の施策と短期的な施策のバランスをとりながら推進しないと魅

力がなく、若い選手の育成、子供達へのサ－ビス、ファンつくり等の方策、ビジョンが必

要である。

スポ－ツは公共性が強い存在であることから透明性が大切である。以前であれば許され

たのに、と言うような事態に適切に対応しなければならず、公正透明で社会の変化とスポ

－ツの存在意義を認識した上で進めることが、スポ－ツの健全な発展には不可欠である。

競技全体を象徴する存在である企業チ－ムや選手は大きな社会性を担っているので、積極

的な姿勢で社会と交わり、価値を高める作業に参画することが大切である。

企業スポ－ツにおいては独立採算への道を推進することが必要であるが、企業内部の役

割のほかに、社会的にも大きな影響を及ぼしているのである。主な内容としては、

①スポ－ツの国際的なレベルの維持、向上・・・オリンピック等への出場は競技レベルの

向上につながり、その活性化はスポ－ツに対する関心と興味を持たせることになる。

②スポ－ツの振興・・・スポ－ツは学校教育を通して発展してきており、特に競技選手を

目指す学生にとっては受け皿として果す役割も大きい。

③地域の活性化・・・特に地域に根付いている企業スポ－ツはその傾向が強く、成績や活

躍に並行して地域との一体感が構築される。

④地域との協力関係・・・大半の企業がスポ－ツ施設の開放やスポ－ツ教室、スポ－ツ大

会の開催等を行っており、地域に対する協力は惜しまない姿勢を展開している。

など考えられる。



５ 企業スポ－ツ選手の処遇、雇用

低迷続きの経営環境の変化から雇用形態も変化し始めている。良好な環境のうちは、企

業は競技生活にピリオドを打った選手に対して何らかの処遇を考慮していたが、変化によ

って従来型の雇用システムを維持出来なくなり、選手社員化から嘱託社員化へと流れが変

わっていく状況になった。嘱託選手はスポ－ツ選手として企業との間で期間の定めのある

労働契約（嘱託契約）を結んでいる労働者であり、１年ごとに契約更改をすることになっ

ている。

企業スポ－ツの危機的状況は社会問題化しているが、このことは個々の企業だけでなく、

スポ－ツ全体の問題でもある。スポ－ツそのものを仕事としてきた企業スポ－ツの選手に

対しては、休廃部の際は企業内に残留するにも本人の能力、スキルをどのように評価する

か等問題に直面する。身分的には正社員選手と契約選手に区分して、①正社員選手はスポ

－ツ活動へのウエイトのかけ方によって、社員選手（業務時間内では練習はしない）と選

手社員（終日練習、あるいは午前仕事、午後練習と言うようなパタ－ン）に区別する、②

契約選手は嘱託選手とプロ契約選手に分けられる、になっている。また、社員選手、選手

社員、嘱託選手は労働契約、プロ契約選手は民法上の事業主契約である。

企業スポ－ツ選手は一般社員に比べると、選手としての能力期間から考えてもデメリッ

ト要素が大きいと言われている。選手の意識の中には自己の能力を最大限活かして、目標

とする世界選手権大会やオリンピック、またプロへの道を目指す者がとりあえず企業スポ

－ツ選手として活躍の場を求めている実態もある。

企業スポ－ツ選手が雇用調整の波にさらされる状況は、これすなわち企業スポ－ツの基

盤の脆弱さを露呈していることにもなり、当然見過ごすことの出来ない問題である。廃部、

休部、縮小はスポ－ツそのものを仕事としてきた選手としては、他企業への移籍や企業の

社員として残留か、または退社の分岐点に立たされてしまう。自らの生活進路を含めて解

決すべき課題は山積みとなる。したがって、個々の企業の問題だけにしないでスポ－ツ全

体のあり方や方向性を見据えた展開が大切である。

企業の論理では当然収益が何よりも優先、要求されるため、選手の人権が無視される場

合がある。一流選手の活躍する姿を見て感動し、誇りも感じ、スポ－ツを楽しみもする、

このような環境を整える作業を企業の余力だけに頼る、と言う発想では貧弱で無策な展開

である。この意味で企業、競技スポ－ツの世界、または社会全体の健全な発展のためにも、



企業スポ－ツから地域密着のクラブスポ－ツへの移行があっても構わない。企業スポンサ

－や後援会、あるいはファンクラブ、また自治体支援などで資金を確保して運営費に当て

ることが必要になるが、チ－ムの運営規模や形態は多様化している。

６ 企業のスポ－ツ支援

企業のスポ－ツ支援活動の過程を考えると、

①古くは朝日新聞の全国中学校野球大会などの頃に全国的なイベントを新聞社が支援する

ことで、大会を情報商品として生産し、情報流通のネットワ－クを構築した。

② 1930 年代のプロ野球リ－グの誕生から、新聞、鉄道、映画の各産業がプロ球団を初め

と する企業チ－ムを有して企業イメ－ジ等の向上を図った。

③昭和５０年代の冠大会と称されるスポ－ツイベント支援で、具体的にはゴルフト－ナメ

ント等ある。

④現在はメジャ－スポ－ツに限らず、その支援活動は拡大している。具体的にはゴルフ、

サッカ－、テニス等多くの種目がある。

などの４つの展開された時代背景がある 18)。

これまでのスポ－ツイベント支援を、単に宣伝、広告としてのみ捉えるのではなく、日

常生活の中で社会的、文化的教養を高める活動及び社会、地域貢献の一環として考えるこ

とが大切である。具体的には、①広告宣伝型は製品、サ－ビスのイメ－ジ向上、認知度の

増大、従業員のモラ－ルアップ等が目的である、②スポ－ツメセナ型〔文化的支援、社会

貢献〕は社会への貢献と地域の活性化、スポ－ツの振興と地域のイメ－ジアップ等が目的

であるが、開催地域住民との交流、大衆性、地域密着性があるかどうか等が基準になるで

あろう、の２つの重要な課題を有している。企業による支援はトップレベルの選手育成は

勿論であるが、競技人口の拡大や健全な社会の実現にもつながって、社会の活力を高める

効力がある。

７ 企業スポ－ツの社会及び地域貢献

スポ－ツ組織とスポ－ツ顧客を結ぶ経路は、①情報伝達の非個人的な経路、②道具や機

械、あるいは特定のプログラムを媒介せずに、個人間での直接的、対面的な対応によって



形成される経路、に区別出来る。おのずから企業スポ－ツではオ－ナ－、スポンサ－、さ

らにチ－ム運営が三位一体であるため、破綻する時は一気に消滅する。このため、引き継

ごうにもすべて抱き合わせになるため、費用がかかり過ぎて躊躇する場合が多い。いろい

ろな事業の中で、課題はいずれにしても経営安定、収益安定であるが、特定の母体企業を

持たないクラブが増えている実態がある。

具体的に野球を考えた場合、日本野球連盟のチ－ム登録数は、2009 年４月７日現在で、

企業：８５、クラブ：269、のチ－ム数である 19)。大企業中心の社会人野球にあって、

地域に根ざした中小企業のバックアップで踏ん張るクラブチ－ムもある。火付け役は 2004

年発足の「欽ちゃん球団」こと茨城ゴ－ルデンゴ－ルズである。しかしながら、運営は萩

本欽一監督の人気が頼りである。企業依存一辺倒からの脱却は一筋縄ではいかない厳しい

環境がある。

企業チ－ムの運営費に加えて、都市対抗大会などに出場した企業は主催者からチ－ム券

の購入を求められる。都市対抗なら一試合につき、１枚 700 円の券を 4000 枚、シ－ドチ

－ムなら１万 5000 枚のノルマが課せられる。強くなればなるほど企業に負担が掛かるの

が今の仕組みである。最盛期の 1963 年に 237 あった企業チ－ムは、現在８５まで減って

いる。1993 年の熊谷組のチ－ム解散など 1990 年代に休廃部が急増、さらに悪いことには、

五輪野球をプロで占めるようになった 2000 年以降は、アマ球界の頂点として強化する理

念さえもぐらついた
20)。

スポ－ツは、国民の福祉の増進を命題としてその実現のためにあることから、その実態

はニュ－ススポ－ツも含めた大衆化への広がり＝量的拡大と、限りなく高度化＝専門的・

質的に深化していく二極化現象が進展している。このことから競技性やレジャ－性をも考

えた政策の立案や対処の仕方が必要である。

競技スポ－ツやレジャ－スポ－ツを観て楽しみ、行って楽しみ、またスポ－ツが私的な

もの、個人的なもの、あるいは公的団体や組織、公共性、公益性等もろもろの目的意識、

区分での相違はあろうが、スポ－ツの隆盛を図れば良い成果に結びついていく。スポ－ツ

を媒介して福祉的、社会的、文化的価値の増殖が図られば良いのである。このことは企業

であれば企業のイメ－ジアップや社会的信頼、信用等につながり、地域社会への貢献をし

ていることにつながるのである。

「広報もりや」の 2009 年６月号 21)に総合型地域スポ－ツクラブ設立準備委員会によ

る普及イベントの募集、申し込み内容が記載されており、それによると、



☆「参加費１回５００円・保険代含む」

①水泳教室、募集定員は２０名程度、常総運動公園室内プ－ル

②総合型オ－プン体操、トランポリン、卓球、バランスボ－ル等、もりや学びの里体育館

③火曜サロン、気功、太極拳教室

などその他各種目ある。地域住民が運営し、多世代が多種目のスポ－ツを楽しむ総合型地

域スポ－ツクラブは急速に各地に誕生しつつあり、2233 チ－ムあると言われている 22)。

文部科学省がすべての市区町村での立ちあげを目指すこの組織が、企業チ－ムの一部を下

支えしている。つまり、企業と地域住民のいわば接着剤の役割を目指している。このこと

は企業が地域に根付くといっても限界があるが、地元クラブとの連携は一方では企業スポ

－ツのヒントにもつながるのである。地元クラブは魅力あるプログラムを提供し、地域住

民も会費を自己負担して楽しむマインドが必要である。

一連の廃部にはプロ選手を雇うからコストが膨らみ、彼らは仕事をしないから、社員と

の一体感にもつながらないと言う考え方をする人もいるが、一体感を求めるのが日本的で

ある。総合型地域スポ－ツクラブとして展開する地域密着を狙ったチ－ムは、①個人、企

業、自治体などが支援し、法人格取得、②選手は支援企業が雇用してチ－ムから給料、③

運営費はチ－ム負担で支援金から出す、④資金、運営マネジャ－の確保が課題である、な

どの問題点を解決して運営をする必要がある。

おわりに

広く親しまれているスポ－ツは巨大産業の仲間入りをすでにしており、スポ－ツのもつ

影響力は国内外を問わずますます大きくなりつつある状況である。今日の金融危機に端を

発した不況の影響で、経営悪化による企業スポ－ツの休廃部が増大、選手自身の環境や選

手育成、競技団体のおかれた地位は激変し、不安定な状態に陥っている。

スポ－ツには大きな経済的な負担がかかることから、現実的な方策を展開していく必要

があるが、地域密着、街づくりや文化的支援、社会貢献が出来る特性を有しており、積極

的に推進して行くことが大切である。勿論、企業として従業員の雇用問題に手をつけて不

幸な手段を講じる事態となれば、企業スポ－ツの継続活動、所有は許されない。

明るい話題で、即席めんの製造販売の「まるか食品」（群馬県伊勢崎市）は 2009 年６月

９日に女子ソフトボ－ル部の選手として、正社員を募集すると発表した 23)。まるか食品



は３月に「ペヤング女子ソフトボ－ル部」を設立して、創設部の強化を図って社内の活性

化と企業の知名度向上を目指しているのである。自社の主力商品であるソ－ス焼きそばの

ブランド名である「ペヤング」を冠にしたソフトボ－ル部を増員、活動を強化することで、

市場での展開にも弾みがつくであろう。

企業スポ－ツの所有目的は、社員の連帯感の醸成や士気の高揚、企業の知名度アップ、

地域、社会への貢献であるが、企業の論理が優先されることから、厳しいシステムとも言

える。不況に陥ると合理化、整理の一環として企業チ－ムは解散させられてしまうおそれ

があり、企業の余力だけに頼ることは良い結果は生まない。トップリ－グを活性化させな

ければ世界に通用する競技力の向上は望めないので、競技の頂点に立つトップリ－グの改

革と地域スポ－ツの連携で、スポ－ツ環境の新しいデザイン作りに弾みがつくよう推進し

ていけば良い結果が生まれてくるであろう。さらに、リ－グやクラブ運営の将来について

は総合型地域スポ－ツと連携する必要もあり、スポ－ツを通じて街づくりや地域の活性化

及び健全な社会の構築を図る行動に参画して行くことが重要である。

注 １） 朝日新聞 2009 年３月１２日付け記事

２） 日本経済新聞 2009 年４月１日付け記事

３） 「余暇・レジャ－総合統計年報、2006」生活情報センタ－、2006 年、108 頁よ

り作成、内容は 2005 年８月調査、インフォプラント「スポ－ツマ－ケティン

グ基礎調査」より、上位５位まで。

４） 日本経済新聞 2009 年３月１９日付け記事

５） 日本経済新聞 2009 年３月２９日付け記事

６） 澤野雅彦「企業スポ－ツの栄光と挫折」青弓社、2005 年、173 頁、174 頁より

作成

７） 日本経済新聞 2009 年８月１６日付け記事

８） 朝日新聞 2009 年６月２０日付け記事を参考に作成

９） 渡辺保「現代スポ－ツ産業論」同友館、2004 年、216 頁より作成

１０） 前掲書、220 頁、221 頁より作成

１１） 日本経済新聞 2009 年２月２４日付け記事

１２） 朝日新聞 2009 年４月２２日付け記事

１３） 朝日新聞 2009 年２月２６日付け記事



１４） 朝日新聞 2009 年２月２３日付け記事

１５） 朝日新聞 2009 年２月２４日付け記事

１６） 日本経済新聞 2009 年２月２５日付け記事

１７） 前掲書、「企業スポ－ツの栄光と挫折」120 頁より作成

１８） 前掲書、「現代スポ－ツ産業論」218 頁、219 頁より作成

１９） 日本経済新聞 2009 年４月２２日付け記事

２０） 日本経済新聞 2009 年４月２４日付け記事

２１） 「広報もりや、６月号」守谷市役所総務部、2009 年

２２） 朝日新聞 2009 年２月２７日付け記事

２３） 日本経済新聞 2009 年６月１０日付け記事
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